
TRU廃棄物などの併置処分も
検討しています。

TRU廃棄物などを含む発熱性廃棄物
を同じ処分場で処分する計画です。

中レベル放射性廃棄物など
も併置処分する計画です。

サイト公募・文献調査 概 要 調 査方針検討段階

処分事業の進捗状況
最終処分施設
建設地の選定

精 密 調 査

サイト選定方法を再検討しており、
2012年11月にゴアレーベンで
の地下探査活動を一時停止する決
定がなされました。

50～ 100年間の中間貯蔵後に地層
処分を行うことを優先オプションと
していますが、最終的な管理方針の
決定は先送りされています。

ネバダ州のユッカマウンテンは安全審査
段階。ただし、この計画は中止の方針で
あり、ブルーリボン委員会の代替案の検
討結果を受け、エネルギー省が2048
年に処分開始とするなどの戦略を検討し
ました。

長期管理方針が未定であっ
た放射性廃棄物の国家計画
案を2012年9月に取り
まとめ。2013年には連
邦政府で正式決定される見
込みです。

処分実施主体のSKB社が、処分場建
設予定地としてフォルスマルクを選定
し、2011年3月に立地・建設許可
申請。現在、審査が進められています。

2010年から開始した9段階
のサイト選定プロセスに21地
域が参加しています。

2008年から公募方式による地層処分場のサイト
選定を開始。カンブリア州とその2市が検討しま
したが、2013年1月に、撤退権の法制化などを
要求し、次段階に進まないこととなりました。

TRU廃棄物なども併置処分
する計画です。

法律で定めたスケジュールに沿って
「可逆性のある地層処分」の事業化に
向けた取組を実施。2013年に公開
討論を行い、2015年には処分場の
設置許可申請が行われる予定です。

※1：北山以外の地域を含めて比較検討して、候補地を選定する予定。
※2：サイト公募段階はなく、地質学的条件で抽出された複数の候補エリア

内から絞り込む方式。
※3：ゴアレーベンの扱いを含め、新たなサイト選定手続きを検討中。

※4：精密調査の実施前に、法令手続に基づく立地・建設許可を申請。審査後
に処分地が正式決定する。

※5：精密調査の前に、法令手続に基づく処分地選定が終了。精密調査の実
施を経て建設許可申請に至る。

中国
（甘粛省北山
ほか）※1

ドイツ
（ゴアレーベン）※3

スイス※2スペイン

各国の進捗をわが国の地層処分事業段階に相当する位置で示しています。段階の構成・順序は各国で異なります。

日本（公募中）

英国（公募中）

フランス
（ビュール地下研究所近傍）

ベルギー

韓国

カナダ

カナダ

ドイツ

ベルギー

米国

スペイン
フランス

英国 スウェーデン

諸外国における高レベル放射性廃棄物処分の進捗状況    
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2001年に最終処分地をオル
キルオトに決定。地下特性調
査施設オンカロの建設が進み、
2012年12月に処分場の建
設許可申請が提出されました。

2002年12月から公
募によりサイト選定を
開始しています。

法律で地層処分を行うと決めてお
り、サイト調査が甘粛省北山（ペイ
シャン）などで行われています。

2014年の基本計画策定に向
けて、使用済燃料の管理方策
の検討を進めています。

地質学的観点のみで選定した3つ
の候補エリアを2011年に連邦政
府が承認。エリア周辺の自治体や地
域住民も参加して、地上施設の設置
区域の検討が進められています。

※併置処分とは、高レベル放射性廃棄物の処分施設の近傍に、地層
処分が想定されるTRU廃棄物（ウランより原子番号が大きい超ウ
ラン核種を含む廃棄物で、再処理施設の操業等で発生します。）な
どの処分施設を併設して処分を行うことです。

〔　〕は現段階での事業の進捗を示しているものの、計画の中止などで変更があり得る。

※6：許認可申請の取り下げが認められておらず、
形式的には安全審査中。ただし、代替案の検
討及びDOE戦略の公表により、実質的には
方針検討段階にある。

スウェーデン
（フォルスマルク）※4

米国
（ユッカマウンテン）※6

フィンランド
（オルキルオト）※5

（2012年12月時点）

フィンランド

日本

韓国

中国

スイス

   と各国の比較
●諸外国の比較  ......................................................................................... 4

●諸外国の状況

  

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ................... 8
II. 地層処分計画と技術開発  ...................................................  10
III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ....................................  15
IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .......................................  19
V. 処分事業の資金確保  ...........................................................  23

VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ....................  25

  

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ................  32
 II. 地層処分計画と技術開発  ...................................................  35
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ....................................  39
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .......................................  43
 V. 処分事業の資金確保  ...........................................................  48
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ....................  50

  

フ
ラ
ン
ス

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ................  58
 II. 地層処分計画と技術開発  ...................................................  62
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ....................................  67
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .......................................  71
 V. 処分事業の資金確保  ...........................................................  76
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ....................  77

  

ド
イ
ツ

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ................  82
 II. 地層処分計画と技術開発  ...................................................  85
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ....................................  91
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .......................................  95
 V. 処分事業の資金確保  ...........................................................  98
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ....................  99

  

ス
イ
ス

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ..............  104
 II. 地層処分計画と技術開発  .................................................  108
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ..................................  113
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .....................................  117
 V. 処分事業の資金確保  .........................................................  122
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ..................  124

  

英
国

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ..............  130
 II. 地層処分計画と技術開発  .................................................  133
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ..................................  137
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .....................................  141
 V. 処分事業の資金確保  .........................................................  145
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ..................  146

  

カ
ナ
ダ

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ..............  152
 II. 地層処分計画と技術開発  .................................................  156
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ..................................  160
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .....................................  164
 V. 処分事業の資金確保  .........................................................  168
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ..................  170

  

米
国

 I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針  ..............  176
 II. 地層処分計画と技術開発  .................................................  180
 III. 処分事業に係わる制度／実施体制 ..................................  186
 IV. 処分地選定の進め方と地域振興  .....................................  190
 V. 処分事業の資金確保  .........................................................  194
 VI. 安全確保の取り組み・コミュニケーション  ..................  196

●韓国、中国、ロシアにおける地層処分  ................................. 199

●資料編
スウェーデン  ............................................................................................. 208
フィンランド  ............................................................................................. 210
フランス  ..................................................................................................... 212
ドイツ  ......................................................................................................... 214
スイス  ......................................................................................................... 216
英国 ............................................................................................................. 218
カナダ  ......................................................................................................... 220
米国 ............................................................................................................. 222

● 諸外国における高レベル放射性廃棄物処分事業に
関連する地域振興策  ...................................................................... 224

●日本における地層処分  ................................................................. 227

●用語集  .................................................................................................. 232

換算レートは、日本銀行の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場に基づき1米ド
ル＝79円、1スウェーデン・クローネ＝12円、1スイスフラン＝85円、1ユーロ＝
103円、1カナダ・ドル＝80円、1英ポンド＝127円を使用しています。また、
1999年以前については、1ユーロ＝1.95583マルク（ドイツ）で換算しています。

※この冊子は特に断りのない限り、2012年 12月現在の情報に基づいています。


